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第１章 デジタル化推進計画の概要             

 

１ 計画策定の意義 

本市では、「第６次府中市総合計画」を上位計画として、平成30年度から令和３年度までの

４年間を計画期間とする、府中市地域情報化計画（以下「前計画」といいます。）を策定し、

デジタル化を推進してきましたが、この度、前計画の計画期間が終了することを受け、その後

続計画として、近年のデジタル化の進展や社会情勢、市民ニーズなど、本市を取り巻く環境変

化を踏まえ、新たな視点の下、令和４年度から令和７年度までの４年間を計画期間とする、府

中市デジタル化推進計画（以下「本計画」といいます。）を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、「第７次府中市総合計画」を上位計画とし、同計画の実現をデジタル化の側面か

ら支援するための取組について示したものです。 

また、本計画は、「官民データ活用推進基本法」に基づく「市町村官民データ活用推進計画」

及び「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」を踏まえたものとして

位置付けます。 

 

■本計画と主要な法律・計画との対応関係 
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３ 計画期間 

本計画の期間は、第７次府中市総合計画前期基本計画と同様に、令和４年度から令和７年

度までの４年間とします。 

ただし、計画期間の４年間において、デジタル化の進展や市民ニーズ、国や東京都の動向に

大きな変化等があった場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

■総合計画と本計画の計画期間 

 

年 度 
Ｈ30 

(2018) 

Ｒ１ 

(2019) 

Ｒ２ 

(2020) 

Ｒ３ 

(2021) 

Ｒ４ 

(2022) 

Ｒ５ 

(2023) 

Ｒ６ 

(2024) 

Ｒ７ 

(2025) 

（市の最上位計画） 

総 合 計 画 

        

デジタル化 

推進計画 

        

 

 

 

 

 

 

前計画（旧地域情報化計画） 

（４年間） 

第 6 次府中市総合計画 

後期基本計画（４年間） 

本計画 

（４年間） 

第７次府中市総合計画 

前期基本計画（４年間） 
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第２章 デジタル化に向けた基本的な考え方 

 

１ 基本方針 

今後、生産年齢人口の減少による労働力の供給制約が見込まれる中で、「官民データ活用推

進基本法」が制定され、市町村による「官民データ活用推進計画」の策定が自治体の努力義務

となりました。 

また、デジタル化に関して、自治体が重点的に取り組むべき事項を具体化した「自治体デジ

タル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」が策定され、自治体のデジタル化の推進

が求められています。 

本市では、これまでも前計画に基づき、情報化施策を進めてきたところではありますが、更

なる市民の利便性向上や行政事務の効率化を図るためには、引き続きデジタル化に向けた取

組を推進していく必要があります。 

デジタル化の推進に当たっては、国の「官民データ活用推進計画」及び「自治体デジタル・

トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」の取組事項や社会情勢、市民ニーズ、前計画の

反省点を踏まえながら、本計画の上位計画となる「第７次府中市総合計画」で目指す「デジタ

ル化の推進と情報セキュリティの強化」を実現するため、２つの施策方針を定めた上で、それ

ぞれ５つの施策分類を定義し、基本方針とすることとします。 
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２ 基本方針策定の考え方 

( 1 ) 国の動向と施策の関係 

ア 官民データ活用推進計画 

平成28年12月には、官民が保有するデータを流通・活用することで、自立的で個性豊

かな地域社会の形成、新事業の創出、国際競争力の強化などを目指す「官民データ活用推

進基本法」が制定されました。 

同法の第９条３項には、「市町村（特別区を含みます。）は、官民データ活用推進基本計

画に即し、かつ、都道府県官民データ活用推進計画を勘案して、当該市町村の区域におけ

る官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるものと

する。」とあり、市町村における「官民データ活用推進計画」の策定が努力義務と定めら

れています。同計画においては、次の５つの基本的な方針が示され、計画的な取組が求め

られています。 

【個別施策の５本柱】 

① 行政手続等のオンライン化原則 

② オープンデータの促進、データの円滑な流通の促進 

③ マイナンバーカードの普及・活用 

④ デジタルデバイド対策 

⑤ 情報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ） 

 

イ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

令和２年12月の「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」の閣議決定に伴い、

「情報システム整備計画」を「デジタル・ガバメント実行計画」と一体的な計画として見

直しました。 

これを受けて総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」において、自治体が重点的

に取り組むべき事項を具体化した「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

推進計画」を策定しました。同計画においては、次の重点取組事項が示され、定められた

目標時期までに計画的に実現する必要があります。 

【重点取組事項】           【自治体ＤＸ組合せ取組事項】 

① 自治体の情報システムの標準化・共通化  ① 地域社会のデジタル化 

② マイナンバーカードの普及促進     ② デジタルデバイド対策 

③ 自治体の行政手続のオンライン化    【その他】 

④ 自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用推進    ① ＢＰＲの取組の徹底 

⑤ テレワークの推進         ② オープンデータの推進 

⑥ セキュリティ対策の徹底       ③ 官民データ活用推進計画策定推進 
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■国の計画と本計画の関連図 
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( 2 ) 市民アンケートの分析結果と施策の関係 

市民アンケートの分析結果は次のとおりです。 

 

① ＰＣのほか、スマートフォン・タブレット端末に対応した情報やコンテンツの提供 

インターネットを利用するときに使用する機器として、スマートフォンの利用が90.8

パーセント、タブレット端末の利用が35.2パーセントとなっており、前計画策定時に行

ったアンケート調査（平成29年）（以下「前回調査」といいます。）から上昇しています。 

 

② インターネットを利用した窓口・行政手続の拡大の実現 

日常的にインターネットを利用する目的として、行政機関等への申請手続等の回答が前

回調査時の15.6パーセントから29.1パーセントへと上昇しています。また、インターネ

ットや情報技術を活用した窓口や行政手続の実現に対する要望が高まっています。 

 

③ 高齢者の情報技術やインターネット等の利用・操作能力を向上させる機会の不足 

若い世代から50歳台まではインターネットの利用率が高くなっていますが、60歳以降

は年代が上がるごとに利用率が低下しています。前回調査時と比較して高齢者の利用率は

上がっていますが、インターネットを利用していない方の半数以上である55.6パーセン

トの方が設定方法や操作方法が分からないと回答しています。 

 

④ 市税・料金支払方法のキャッシュレス化（クレジットカード・電子マネー決済等） 

日常の買物や飲食などの支払方法として、現金以外のクレジットカードや電子マネーを

利用したことがある方は80パーセント前後、モバイル決済を利用したことがある方は半

数近くとなっており、今後も増加することが見込まれます。 

 

⑤ マイナンバーカードの使用場面の増加 

マイナンバーカードを取得されている方は46.1パーセント、取得を予定されている方

は24.2パーセントとなっており、今後も普及していくことが見込まれます。また、取得

を予定されている方の半数が、使用場面が将来的に増えると思うと回答しています。 

 

⑥ 行政や地域に関する情報発信に対する市民の不満の解消 

前回調査時と比較して、全体的な行政や地域に関する情報発信に対する満足度は向上し

ていますが、医療・保健・社会保障情報、福祉情報、防犯・防災・緊急情報、交通情報の

４分野については、30パーセント前後の方がやや不満・不満ありと回答しています。 

 

⑦ 市役所窓口予約、タブレット端末等を利用した申請書等の記入を要しない窓口の実現 

半数近くの方が、インターネットによる市役所窓口予約や、タブレット端末等を利用し
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た申請書等の記入を要しない窓口が実現できると便利であると回答しています。 

 

⑧ インターネット等を利用できない市民への対応 

15.0パーセントの方がインターネットを利用していないと回答しており、主に60歳台

以上の方が占めています。また、身体的な不自由のため利用できないと回答されている方

もいます。 

 

■市民アンケートの分析結果と本計画の関連図 
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( ３ ) 職員アンケートの分析結果と施策の関係 

市民アンケートと並行して、本市のデジタル化に関して今後どのような取組が必要になる

と考えているか、職員に対してアンケートを行い、13の部署から17の取組について回答が

得られました。 

 

■本市職員が今後必要と考えるデジタル化に関する取組 

№ 課名 取組の概要 

1 広報課 市ホームページのリニューアル 

2 

情報管理課 

税や介護保険料等の料金の支払におけるキャッシュレス決済の拡充 

3 マイナンバーカードの普及・活用に向けた検討 

4 新庁舎建設に伴う情報化の推進 

5 新庁舎における情報システム、デジタル基盤の最適化 

6 防災危機管理課 新防災システムの導入 

7 総合窓口課 総合窓口のデジタル化 

8 保険年金課 特定保健指導の参加勧奨におけるＳＭＳの利用とＷｅｂ申込の導入 

9 
納税課 

キャッシュレス決済による市税納付 

10 「官公庁オークション」サービスの利用 

11 環境政策課 工場・指定作業場届出書類のデジタル管理 

12 美術館 美術館教育普及プログラムのオンライン化 

13 子ども家庭支援課 Ｗｅｂ予約システムの導入 

14 公園緑地課 市内の公園情報の発信、市民との情報共有による魅力向上 

15 下水道課 下水道台帳の公開 

16 
選挙管理委員会 

事務局 
不在者投票の投票用紙等のオンライン請求 

17 
議会事務局 

庶務課・議事課 
議会のＩＣＴ環境の整備 

 

また、「第７次府中市総合計画」における施策の中で、デジタル化に関連すると考えられ

る取組の抽出を行いました。さらに、抽出した取組と職員から回答のあった取組について担

当部署にヒアリングを実施し、本計画における取組として含めるべきか、実施内容の具体性・

実現性の評価を行いました。 
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■職員アンケートの分析結果と本計画の関連図 
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( 4 ) 前計画の分析結果と施策の関係 

前計画では、「第６次府中市総合計画後期基本計画」の実現に向けて、「市民のための情報

化」及び「行政内部の情報化」の大きく２つに分けて整理された情報化施策に取り組んでき

ました。 

前計画における課題を再確認するため、分析を行った結果、恒久的な対応が必要と考えら

れるものについては、本計画においても、引き続き取組を進めていきます。 

 

■前計画の分析結果と本計画の関連図 
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３ 基本目標 

基本方針では、「デジタル化の推進と情報セキュリティの強化」を実現するため、「市民の利

便性向上のためのデジタル化」と「行政事務の効率化のためのデジタル化」の２つの施策方針

を掲げています。 

デジタル化の推進の観点では、市民アンケートで特に要望が多かった「行政手続のオンライ

ン化」と、庁舎建て替えを契機とした「新庁舎建設に伴うデジタル化」に重点的に取り組みま

す。また、情報セキュリティの強化の観点では、今後より積極的かつ多様なデジタル化施策を

展開していくことで、今までにない人的・技術的なセキュリティ上のリスクにさらされる可能

性があります。市の重要資産を守るには、より高度なセキュリティ対策が必要となるため、「情

報セキュリティ対策の徹底」に重点的に取り組みます。 

 

 

現状の行政サービスの在り方を前提とせず、押印の省略やキャッシュレス化、市役所に来

なくても手続が出来る環境を整えることにより、利便性向上を実感できる取組を進めます。 

また、窓口の混雑緩和に向けて、タブレット端末等を活用した窓口申請のデジタル化や窓

口のオンライン予約システムの導入を検討するなどの取組を進めます。 

 

 

新たなデジタル基盤を構築し、効果的に情報技術を活用した働き方の環境を整備すること

により、テレワークの推進やペーパーレス化について取組を進めます。 

 

 

様々な形でデジタル化が進む中、世界規模で発生しているサイバー攻撃の脅威などから市

民の個人情報を始めとした行政が保有する重要な情報資産を守るなど、府中市情報セキュリ

ティポリシーに基づくセキュリティ対策について取組を進めます。 

  

 行政手続のオンライン化（施策方針Ⅰ―施策分類１） 

 新庁舎建設に伴うデジタル化（施策方針Ⅱ―施策分類３） 

 情報セキュリティ対策の徹底（施策方針Ⅱ―施策分類５） 
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第３章 デジタル化に向けた取組 

 

１ 施策の全体像 

第２章で示した基本方針及び基本目標を踏まえ、今後、本市が取り組むべきデジタル化施策

について、「市民の利便性向上のためのデジタル化」及び「行政事務の効率化のためのデジタ

ル化」の２つの施策方針を定めた上で、それぞれ５つの施策分類に分けて策定しました。 

なお、施策には、方向性のみを示したものと個別具体的な取組を示したものが混在します

が、今後４年間において、個別具体的な取組のみならず、社会情勢や市民ニーズ等を踏まえな

がら、施策内容に沿った取組を推進していくものとします。 

本計画における施策の全体像は次のとおりです。 

■本計画における施策の全体像 

施策

方針 
施策分類 施策名 施策内容 

Ⅰ 

市
民
の
利
便
性
向
上
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
化 

１ 行政手続のオンラ

イン化 

① 行政手続のオンライン化の

推進 

●押印を廃止した手続の原則オンライン化 

●不在者投票の投票用紙等のオンライン請求 

●特定保健指導の参加勧奨・申込のオンライン化 

② 窓口業務への情報技術の活用 

●混雑状況可視化システムの導入 

●窓口のオンライン予約システムの導入 

●タブレット端末等を活用した窓口申請のデジタル化 

●妊娠面談や両親学級、離乳食教室などのオンライン

予約システムの導入 

③ 多様な支払手段の整備 

●市税のキャッシュレス決済の拡充 

●各種料金のキャッシュレス決済の実現に向けた検討

部会の設置及び検討 

２ 行政情報の発信 

① 各種情報提供・発信の拡充 
●ＳＮＳなどを活用した情報発信 

●市ホームページのリニューアル 

② 市民の安心安全のための情

報発信 

●防災行政無線のデジタル化 

●学童クラブ及び放課後子ども教室の入退出管理シス

テムの導入 

３ マイナンバーカー

ドの利用促進 

① マイナンバーカードの利用

促進 

●マイナポータルによる申請・届出の拡充 

●国の施策の推進（運転免許証や健康保険証との一体

化等） 

４ オープンデータの

推進・活用 
① オープンデータの推進・活用 ●利活用しやすい公開データの拡充 

５ デジタルデバイド 

の是正 
① デジタルデバイドの是正 

●高齢者や障害のある人等へのスマートフォン教室等

のサポート 

●タブレット端末を用いた多言語通訳 

重点取組 
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 施策分類 施策名 施策内容 

Ⅱ 

行
政
事
務
の
効
率
化
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
化 

１ 情報システムの標

準化・共通化 

① 情報システムの標準化・共

通化 

●標準仕様に準拠したシステムの導入 

●導入するシステムに合わせた業務の見直し 

２ ＡＩ・ＲＰＡの利用

推進 
① ＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

●ＡＩ-ＯＣＲ・ＲＰＡを活用した業務改善 

●新たなＡＩツールの導入 

３ 新庁舎建設に伴う

デジタル化 
① 新庁舎建設に伴うデジタル化 

●新庁舎建設に伴う情報システム、デジタル基盤の構築 

●テレワークの利用促進 

●ペーパーレス化の推進 

４ その他のデジタル化 

① 行政データの戦略的な利活用 ●ＢＩツールを活用したＥＢＰＭの推進 

② 全庁的なデジタル化推進の

ための体制整備 
●ＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官の設置 

③ 災害発生時におけるオンラ

インサービスの活用 
●防災情報システムの導入 

④ 滞納整理におけるオンライ

ンサービスの活用 
●官公庁オークションサービスの活用 

５ 情報セキュリティ

対策の徹底 

① 情報セキュリティ対策の徹底 

●情報セキュリティ研修の実施（職員向け） 

●情報セキュリティ監査の実施（内部監査・外部監査） 

●情報セキュリティインシデント対策の実施 

●ゼロトラストを前提としたセキュリティ対策システ

ムの強化 

② 事業継続性の確保 ●ＩＣＴ-ＢＣＰの有効性の維持 

 

  

重点取組 

重点取組 

施策 

方針 
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２ デジタル化に向けた取組 

施策方針Ⅰ 市民の利便性向上のためのデジタル化 

施策分類１ 行政手続のオンライン化 

施策番号 Ⅰ－１－① 施策名 行政手続のオンライン化の推進 

１．目的 

市民や事業者等が市役所に来庁せずに、いつでもどこでも申込や手続ができること。 

２．課題 

これまで電子申請等を活用したオンラインサービスの推進を行ってきましたが、いまだオンラ

インに対応していない手続が多いことに加え、インターネットや情報技術を活用した行政手続の

実現に関する市民の要望が年々高まっています。 

３．施策内容 

①押印を廃止した手続の原則オンライン化 

②不在者投票の投票用紙等のオンライン請求 

③特定保健指導の参加勧奨・申込のオンライン化 

４．期待される効果 

①時間や場所を選ばずに申込や手続ができます。 

②市役所の混雑緩和が期待できます。 

５．関連部署 

行政経営課 選挙管理委員会 保険年金課 情報戦略課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①押印を廃止した手続の原則

オンライン化 
検討 検討 準備 準備 

②不在者投票の投票用紙等の

オンライン請求 
検討 準備 実施 運用 

③特定保健指導の参加勧奨・

申込のオンライン化 
準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ● ● ● ● 
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施策番号 Ⅰ－１－② 施策名 窓口業務への情報技術の活用 

１．目的 

市役所の待合スペースにおける密接・密集状況を回避するとともに、待ち時間を削減すること。 

２．課題 

転入・転出の集中する時期は特に窓口が混雑し、待合スペースが多くの来庁者であふれること

があります。また、混雑が予想される時期でなくても、特定の時間に来庁者が集中することがあ

り、事前に予測することが困難な状況です。 

窓口の混雑状況の可視化や、窓口の事前予約制導入、タブレット端末等を利用した申請書等の

記入を要しない窓口について、市民の要望が年々高まっています。 

３．施策内容 

①混雑状況可視化システムの導入 

②窓口のオンライン予約システムの導入 

③タブレット端末等を活用した窓口申請のデジタル化 

④妊娠面談や両親学級、離乳食教室などのオンライン予約システムの導入 

４．期待される効果 

①事前に窓口の混雑状況を確認できます。 

②窓口や面談のオンライン予約ができます。 

③窓口の待ち時間が短縮されます。 

５．関連部署 

総合窓口課 子ども家庭支援課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①混雑状況可視化システムの

導入 
検討 準備 実施 運用 

②窓口のオンライン予約シス

テムの導入 
検討 準備 実施 運用 

③タブレット端末等を活用し

た窓口申請のデジタル化 
検討 準備 実施 運用 

④妊娠面談や両親学級、離乳

食教室などのオンライン予

約システムの導入 

実施 運用 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ● ● ● ● 
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施策番号 Ⅰ－１－③ 施策名 多様な支払手段の整備 

１．目的 

市税や保険料、手数料、使用料の支払が多様な決済手段から選択できること。 

２．課題 

現状では、市税の支払手段として、現金、口座振替、コンビニ支払及びコンビニ納付用バーコ

ードによるネットバンキング決済が活用されていますが、国の進めるキャッシュレス化を実現す

るとともに、市民から求められている多様な支払手段に対応する必要があります。 

また、各種料金についても、現金以外の支払方法に関する市民の要望が年々高まっていること

から、窓口におけるキャッシュレス化や多様な支払手段について、検討を進める必要があります。 

３．施策内容 

①市税のキャッシュレス決済の拡充 

②各種料金のキャッシュレス決済の実現に向けた検討部会の設置及び検討 

４．期待される効果 

①時間や場所にとらわれずに支払ができます。 

②多様な決済手段から最適な支払手段が選択できます。 

５．関連部署 

情報戦略課 納税課 政策課 行政経営課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①市税のキャッシュレス決済の

拡充 
準備 実施 運用 運用 

②各種料金のキャッシュレス決

済の実現に向けた検討部会の

設置及び検討 

推進 推進 推進 推進 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ● ● ● ● 

  



 

― 17 ― 

施策分類２ 行政情報の発信 

施策番号 Ⅰ－２－① 施策名 各種情報提供・発信の拡充 

１．目的 

市民や事業者等が求める情報を必要なときに得られること。 

２．課題 

スマートフォンが普及し、今後、幅広い世代でデジタルツールの利用が可能となっていくこと

から、紙媒体やメールによる情報発信と並行し、ＳＮＳなどの多様な媒体を活用した情報発信が

求められています。 

また、豊富な情報量を迅速に発信できるホームページは、平時のみならず災害時においても重

要な情報発信媒体ですが、現在のホームページは文字情報が多く、デザイン性・視認性の低さが

課題となっており、メール配信システムやＳＮＳなどの他の情報発信媒体との連携も行われてい

ない状況です。 

３．施策内容 

①ＳＮＳなどを活用した情報発信 

②市ホームページのリニューアル 

４．期待される効果 

①迅速で効果的な情報発信ができます。 

②情報を受け取る手段が増えます。 

５．関連部署 

秘書広報課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①ＳＮＳなどを活用した情報発

信 
推進 推進 推進 推進 

②市ホームページのリニューアル 準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

― ― ● ● ● ● 
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施策番号 Ⅰ－２－② 施策名 市民の安心安全のための情報発信 

１．目的 

安心安全に暮らすための情報が得られること。 

２．課題 

現状のアナログ方式の防災行政無線は、伝達に時間を要するだけでなく、正確に情報が伝わら

ない場合があります。 

また、近年、放課後に児童がトラブルや不審者に遭遇する事案が増えていることから、学童ク

ラブ及び放課後子ども教室において、入退出の時間を把握できる仕組みづくりが求められていま

す。 

３．施策内容 

①防災行政無線のデジタル化 

②学童クラブ及び放課後子ども教室の入退出管理システムの導入 

４．期待される効果 

①情報を迅速かつ正確に伝えることができます。 

②保護者が児童の居場所を把握することができます。 

５．関連部署 

防災危機管理課 児童青少年課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①防災行政無線のデジタル化 推進 推進 推進 推進 

②学童クラブ及び放課後子ども

教室の入退出管理システムの

導入 

準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ― ― ● 
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施策分類３ マイナンバーカードの利用促進 

施策番号 Ⅰ－３－① 施策名 マイナンバーカードの利用促進 

１．目的 

マイナンバーカードを利用した各種行政手続やサービスが受けられること。 

２．課題 

マイナポータルを活用した行政手続やサービスの提供ができておらず、市民がマイナンバーカ

ードを利用する機会が限られている状況です。 

国の施策も踏まえながら、市民の利便性を向上させるため、マイナンバーカードを利用した本

市独自のサービスも含めて検討を進める必要があります。 

３．施策内容 

①マイナポータルによる申請・届出の拡充 

②国の施策の推進（運転免許証や健康保険証との一体化等） 

４．期待される効果 

①時間や場所を選ばずに行政手続やサービスが受けられます。 

②市役所の混雑緩和が期待できます。 

５．関連部署 

情報戦略課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①マイナポータルによる申請・

届出の拡充 
準備 実施 運用 運用 

②国の施策の推進（運転免許証

や健康保険証との一体化等） 
推進 推進 推進 推進 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ● ● ● ― 
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施策分類４ オープンデータの推進・活用 

施策番号 Ⅰ－４－① 施策名 オープンデータの推進・活用 

１．目的 

市民や事業者等の求めるデータがオープンデータとして利用できること。 

２．課題 

令和３年４月１日現在、府中市ホームページにおいては162のオープンデータが分野別に掲

載されておりますが、行政の信頼性や透明性を高めるためにも、更なる公開データの拡充や利活

用しやすいデータレイアウトが求められています。 

３．施策内容 

①利活用しやすい公開データの拡充 

４．期待される効果 

①行政の透明性や信頼性が高まります。 

②新たな市民活動やビジネス機会を創出することができます。 

５．関連部署 

情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①利活用しやすい公開データ

の拡充 
推進 推進 推進 推進 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ● ● ― 
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施策分類５ デジタルデバイドの是正 

施策番号 Ⅰ－５－① 施策名 デジタルデバイドの是正 

１．目的 

誰一人デジタル社会から取り残されずに、行政サービスを受けられること。 

２．課題 

デジタル化が急速に進み、様々な恩恵を受けられるようになった一方で、それらを活用できな

い方との間に情報の格差が生じており、普段インターネット等に触れる機会の少ない高齢者や障

害のある人等へのサポート体制を充実させることが求められています。 

３．施策内容 

①高齢者や障害のある人等へのスマートフォン教室等のサポート 

②タブレット端末を用いた多言語通訳 

４．期待される効果 

①誰もがデジタル化がもたらす恩恵を受けることができます。 

②日本語の分からない方も行政サービスを受けることができます。 

５．関連部署 

高齢者支援課 障害者福祉課 情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①高齢者や障害のある人等へ

のスマートフォン教室等の

サポート 

推進 推進 推進 推進 

②タブレット端末を用いた多

言語通訳 
準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ● ● ● ― 
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施策方針Ⅱ 行政事務の効率化のためのデジタル化 

施策分類１ 情報システムの標準化・共通化 

施策番号 Ⅱ－１－① 施策名 情報システムの標準化・共通化 

１．目的 

業務システムの安全性を高め、全国統一の市民サービスの提供や行政事務の効率化を実現する

こと。 

２．課題 

現状の業務システムは、利便性等の観点から個別に機能のカスタマイズを行っていることで、

自治体によって仕様に違いがあり、無駄な経費が生じてしまっています。 

全国の自治体で共通する業務システムを標準化・共通化し、維持管理コストや職員負担の軽減、

セキュリティ強化を図る必要があります。 

３．施策内容 

①標準仕様に準拠したシステムの導入 

②導入するシステムに合わせた業務の見直し 

４．期待される効果 

①全国どこでも同様の市民サービスを受けることができます。 

②個別のカスタマイズに要する作業負担が軽減されます。 

５．関連部署 

情報戦略課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①標準仕様に準拠したシステ

ムの導入 
検討 検討 準備 実施 

②導入するシステムに合わせた

業務の見直し 
検討 検討 準備 実施 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ― ● ― 
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施策分類２ ＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

施策番号 Ⅱ－２－① 施策名 ＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

１．目的 

業務の効率化や市民サービスの向上を実現すること。 

２．課題 

職員は、定型業務に多くの時間を割いており、新たな価値を創造するために力を注ぐことが困

難な状況です。 

定型業務に係る時間を削減するため、ＡＩ・ＲＰＡをより一層活用し、業務の効率化や市民サ

ービスの向上を図る必要があります。 

３．施策内容 

①ＡＩ-ＯＣＲ・ＲＰＡを活用した業務改善 

②新たなＡＩツールの導入 

４．期待される効果 

①業務の簡素化を図ることができます。 

②職員が市民サービスに注力することができます。 

５．関連部署 

情報戦略課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①ＡＩ-ＯＣＲ・ＲＰＡを活用

した業務改善 
推進 推進 推進 推進 

②新たなＡＩツールの導入 検討 準備 実施 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

― ● ― ― ― ● 
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施策分類３ 新庁舎建設に伴うデジタル化 

施策番号 Ⅱ－３－① 施策名 新庁舎建設に伴うデジタル化 

１．目的 

多様な働き方による職員の業務効率化や業務負担の削減を実現すること。 

２．課題 

市民ニーズの多様化により、職員への業務負担が増加しています。また、業務は限られた場所

でしか行うことができず、感染症や災害時における業務継続も困難な状況です。 

新たな情報システム、デジタル基盤を構築し、場所にとらわれない多様な働き方、感染症や災

害時における業務の継続性を図る必要があります。 

３．施策内容 

①新庁舎建設に伴う情報システム、デジタル基盤の構築 

②テレワークの利用促進 

③ペーパーレス化の推進 

４．期待される効果 

①場所にとらわれない多様な働き方を実現することができます。 

②職員の負担軽減と業務の効率化を図ることができます。 

５．関連部署 

行政経営課 情報戦略課 職員課 法制文書課 ほか 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①新庁舎建設に伴う情報シス

テム、デジタル基盤の構築 
準備 実施 運用 運用 

②テレワークの利用促進 準備 実施 運用 運用 

③ペーパーレス化の推進 推進 推進 推進 推進 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ● ● ● 
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施策分類４ その他のデジタル化 

施策番号 Ⅱ－４－① 施策名 行政データの戦略的な利活用 

１．目的 

効果的な経営の意思決定や業務の効率化・改善を図ること。 

２．課題 

将来の問題発生を予見した対応策の検討や効率的に有効な施策へ行政資産を集中させるために

も、ＢＩツールを活用したＥＢＰＭを推進することが求められています。 

データを分析・見える化するための方法の整備や、データに基づく効果的な政策立案を推進す

る必要があります。 

３．施策内容 

①ＢＩツールを活用したＥＢＰＭの推進 

４．期待される効果 

①効果的な政策立案により、地域課題の解決を図ることができます。 

５．関連部署 

行政経営課 情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①ＢＩツールを活用したＥＢＰＭ

の推進 
準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ― ― ― 
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施策番号 Ⅱ－４－② 施策名 全庁的なデジタル化推進のため体制整備 

１．目的 

市民サービスや行政事務のデジタル化を全庁横断的に行うこと。 

２．課題 

デジタル化が急速に進展する中、庁内の情報システム最適化や全庁横断的な経営変革が求めら

れています。 

ＣＩＯ及びＣＩＯ補佐官を設置することで、本市のデジタル化の更なる加速化・効率化を図っ

ていく必要があります。 

３．施策内容 

①ＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官の設置 

４．期待される効果 

①全庁横断的な推進体制を整備することができます。 

②高度なデジタル技術を活用した市民サービスを提供することができます。 

５．関連部署 

行政経営課 情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①ＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官の設置 検討 準備 実施 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ― ― ― 
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施策番号 Ⅱ－４－③ 施策名 災害発生時におけるオンラインサービスの活用 

１．目的 

災害発生時における情報共有や管理を迅速かつ効率的に行うこと。 

２．課題 

避難所の収容者数や市内インフラの被災状況等の情報は、ホワイトボードや地図に手書きして

おり、限られた職員間での情報共有にとどまっているため、迅速な情報共有や管理を行うことが

困難な状況です。 

３．施策内容 

①防災情報システムの導入 

４．期待される効果 

①災害対応に当たる全職員で情報共有が可能になります。 

②迅速かつ効率的な連携を図ることができます。 

５．関連部署 

防災危機管理課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①防災情報システムの導入 検討 検討 検討 準備 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ● ― ― 
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施策番号 Ⅱ－４－④ 施策名 滞納整理におけるオンラインサービスの活用 

１．目的 

滞納整理のために差し押えた滞納者の動産等を迅速かつ効率的に換価すること。 

２．課題 

滞納整理業務のうち、滞納者の自宅等で所有財産を捜索し、差し押さえて換価する業務は、準

備から実施に係る膨大な業務量と専門的知見が必要であり、本市単独での実施は困難な状況で

す。 

３．施策内容 

①官公庁オークションサービスの活用 

４．期待される効果 

①換価業務の簡素化により、更に効率的な滞納整理を進めることができます。 

５．関連部署 

納税課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①官公庁オークションサービ

スの活用 
実施 運用 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

● ● ― ● ― ― 
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施策分類５ 情報セキュリティ対策の徹底 

施策番号 Ⅱ－５－① 施策名 情報セキュリティ対策の徹底 

１．目的 

人的・技術的な対策により、高いセキュリティレベルを維持すること。 

２．課題 

本市が保有する情報資産は、細心の注意を払いながら管理していますが、デジタル化の進展に

伴い、情報セキュリティ上の脅威は高度化し続けている状況です。 

これらの脅威に適切に対応するため、最新の技術動向を注視しながら高いセキュリティレベル

を維持する必要があります。 

３．施策内容 

①情報セキュリティ研修の実施（職員向け） 

②情報セキュリティ監査の実施（内部監査・外部監査） 

③情報セキュリティインシデント対策の実施 

④ゼロトラストを前提としたセキュリティ対策システムの強化 

４．期待される効果 

①職員の情報セキュリティに対する意識を高めることができます。 

②市のセキュリティ対策を第三者の視点から見直すことができます。 

③情報漏えいや紛失等の事件・事故を未然に防ぐことができます。 

④新たなサイバー攻撃の手法に備えることができます。 

５．関連部署 

情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①情報セキュリティ研修の実

施（職員向け） 
推進 推進 推進 推進 

②情報セキュリティ監査の実

施（内部監査・外部監査） 
推進 推進 推進 推進 

③情報セキュリティインシデン

ト対策の実施 
推進 推進 推進 推進 

④ゼロトラストを前提としたセキ

ュリティ対策システムの強化 
準備 実施 運用 運用 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

― ● ― ― ● ● 
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施策番号 Ⅱ－５－② 施策名 事業継続性の確保 

１．目的 

緊急時においても市民サービス提供のために必要不可欠なシステムが継続利用できること。 

２．課題 

「府中市ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣＴ-ＢＣＰ）」を策定し、訓練や見直しを講じてきま

したが、近年では、日本各地にて大規模な自然災害が毎年のように発生していることから、今後

も定期的に計画の見直しを行っていく必要があります。 

３．施策内容 

①ＩＣＴ-ＢＣＰの有効性の維持 

４．期待される効果 

①災害に備えた体制を整備することができます。 

②災害発生時においても最低限必要な業務を継続することができます。 

５．関連部署 

情報戦略課 

６．スケジュール 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

①ＩＣＴ-ＢＣＰの有効性の維持 推進 推進 推進 推進 

【関連事項】 

国の動向 
市民 

アンケート 

職員 

アンケート 
前計画 総合計画 官民データ 

活用推進計画 

自治体ＤＸ 

推進計画 

― ● ― ― ● ― 
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第４章 推進体制 

 

１ デジタル化の推進体制 

本市では、本計画に基づきデジタル化を推進するため、市長を本部長とする「府中市ＩＣＴ

活用推進本部」を設置しており、本計画に掲げた各施策については、この推進本部において、

毎年度、進行管理を行っていくものとします。 

なお、本計画の施策番号Ⅱ－４－②の「全庁的なデジタル化推進のため体制整備」に関連し

て、本市の経営理念に合わせたデジタル化戦略を立案し、実行する「ＣＩＯ（最高情報統括責

任者）」と、専門的な知見や経験を基にＣＩＯを補佐するための各種支援や助言を行う「ＣＩＯ

補佐官」を設置し、本市のデジタル化の更なる加速化・効率化を図っていきます。具体的な位

置付けや役割については、施策番号Ⅱ－４－②において検討していきます。 

また、個々の施策については、基本的には各主管課において推進していくものとしますが、

施策の推進に当たり、複数課の連携が必要になる場合は、「府中市ＩＣＴ活用推進本部」の下

部組織として、必要に応じて検討部会を設置し、この検討部会において検討を進めていくもの

とします。 

■デジタル化の推進体制図 

 

  

府中市ＩＣＴ活用推進本部 

○○部会 ××部会 △△部会 
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課 
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課 
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課 

Ｇ 

課 

Ｈ 

課 

Ｉ 

課 

Ａ 

課 

Ｂ 

課 

Ｃ 

課 
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２ 情報セキュリティ対策の推進体制 

デジタル化に向けた各施策を推進する中で、情報セキュリティインシデント（サイバー攻

撃や情報漏えいなどの情報セキュリティ上の脅威となる事象）の発生するリスクが高まりま

す。 

これらのリスクに対応するため、本市では、副市長を「ＣＩＳＯ（最高情報セキュリティ

責任者）」とする情報セキュリティインシデントに対処するための体制（ＣＳＩＲＴ）を整

備するとともに、副市長を議長とする「府中市情報セキュリティ会議」において、情報セキ

ュリティ対策の適切な運用を推進していくものとします。 

 

■情報セキュリティ対策の推進体制図 

 

 

府中市情報セキュリティ会議 

情報セキュリティ責任者 ＣＳＩＲＴ 

Ａ 

課 

Ｂ 

課 

情報セキュリティ 

管理者 

情報セキュリティ 

管理者 
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１ 国のデジタル化の取組 

国は、平成12年に制定された「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）」

を始めとして、情報技術の発展に応じた行政のデジタル化（電子政府）の実現に向けて、これ

まで多くの取組を進めてきました。近年における主な取組は、次のとおりです。 

 

( 1 ) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律 

令和元年12月には、デジタル技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡

素化・効率化を図るため、「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」（デジタル

手続法）が施行されました。行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンラ

イン化のために必要な事項等が定められるとともに、「デジタル・ガバメント実行計画」も

改定されています。 

 

 
（出典）首相官邸ホームページ 

 

 

 

 

 

資料① 資料① デジタル化の動向 
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( 2 ) デジタル改革関連法 

国・地方公共団体は情報システムや業務プロセスが異なっており、横断的なデータの活用

が十分にできないことなどの様々な課題への対応として、政府は、令和２年12月に「デジ

タル社会の実現に向けた改革の基本方針」を閣議決定しました。 

 

 
（出典）首相官邸ホームページ 

 

令和３年５月には、デジタル庁の設置を主眼とする「デジタル改革関連法」（６法）が成

立し、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」に掲げられたデジタル改革の具体的

な内容が法律として定められました。 

次の課題の解消、目指す姿の実現を目的としています。 

① 我が国の経済・社会の持続的発展と新たな価値創造に向け、社会全体のデジタル化を

進める。行政のデジタル化であらゆる手続が役所に行かずにでき、必要な給付が迅速に

行われることを早急に実現する。 

② デジタル庁は、デジタル社会の形成に関する司令塔として、強力な総合調整機能（勧

告権等）を有する組織とする。基本方針を策定するなど企画立案、国、地方公共団体、

準公共部門等の情報システムを統括・監理し、重要なシステムについては自ら整備す

る。これにより、行政サービスが抜本的に向上する。 
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（出典）首相官邸ホームページ 

 

( 3 ) 官民データ活用推進基本法 

平成28年12月には、官民が保有する「データを流通・活用」することで、自立的で個性

豊かな地域社会の形成、新事業の創出、国際競争力の強化などを目指す「官民データ活用推

進基本法」が制定されました。 

「官民データ活用推進基本法」の第９条３項には、「市町村（特別区を含みます。）は、官

民データ活用推進基本計画に即し、かつ、都道府県官民データ活用推進計画を勘案して、当

該市町村の区域における官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計画を定め

るよう努めるものとする。」とあり、市町村における「官民データ活用推進計画」の策定が

努力義務と定められています。 

次の５つの基本的な方針が示されており、計画的な取組が求められています。 

【個別施策の５本柱】 

① 行政手続等のオンライン化原則 

「すぐ使える」「簡単」「便利」な行政サービスを実現すること。あわせて、行政手続等

におけるオンライン化の原則を実現すること。 

② オープンデータの促進、データの円滑な流通の促進 

官民データを様々な主体が容易かつ安全に活用できるようにすること。 
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③ マイナンバーカードの普及・活用 

行政サービスにおけるマイナンバーカードの利用を促進するための具体的な施策を策定

し、取り組むこと。 

④ デジタルデバイド対策 

地理的な制約、年齢、身体的な条件その他の要因に基づく情報通信技術の利用の機会又

は活用のための能力における格差の是正を図ること。 

⑤ 情報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ） 

行政サービスの利便性の向上や行政運営の効率化を図るため、総合的なデジタル化、業

務の見直し（ＢＰＲ）や情報システムの改革を推進すること。 

 

■官民データ活用推進基本法と市町村官民データ活用推進計画の関係イメージ 

 

 

（出典）官民データ活用推進基本計画実行委員会・地方の官民データ活用推進計画に関する委員会「市町村官

民データ活用推進計画策定の手引」 
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( 4 ) 自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

令和２年12月の「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」の閣議決定に伴い、政

府は「デジタル・ガバメント実行計画」を改定し、「情報システム整備計画」（国の行政機関

等が整備し、かつ、手続等に関係する情報システムが対象。地方自治体のデジタル化に関す

る施策も記載）と合わせて、一体的な計画として見直しました。 

これを受けて総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」の中において、自治体が重点

的に取り組むべき事項を具体化した「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

推進計画」を策定しました。同計画においては、次のような取組事項が示され、定められた

目標時期までに計画的に実現する必要があります。 

 

【重点取組事項】 

① 自治体の情報システムの標準化・共通化 

② マイナンバーカードの普及促進 

③ 自治体の行政手続のオンライン化 

④ 自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

⑤ テレワークの推進 

⑥ セキュリティ対策の徹底 

 

【自治体ＤＸの取組と併せて取り組むべき事項】 

① 地域社会のデジタル化 

② デジタルデバイド対策 

 

【その他】 

① ＢＰＲの取組の徹底（書面・押印・対面の見直し） 

② オープンデータの推進 

③ 官民データ活用推進計画策定の推進 
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２ 東京都のデジタル化の取組 

東京都は、都におけるＩＣＴ利活用の今後の展開として、平成29年12月に「東京都ＩＣＴ

戦略」を策定し、取り組むべき具体的事項や、実現に向けて検討すべき事項を示しました。 

また、令和元年12月には、2040年代に目指す東京の姿として20の「ビジョン」と、その

実現のために2030年に向けて取り組むべき20の「戦略」を示した「『未来の東京』戦略ビジ

ョン」を策定した上で、デジタルの力で東京のポテンシャルを引き出し、都民が質の高い生活

を送ることができる東京版 Society 5.0の「スマート東京」という概念を示しました。 

 

( 1 ) 東京デジタルファースト推進計画 

東京都における行政手続の原則デジタル化を徹底するべく、これまでの「オンライン通則

条例」が令和２年10月に「東京デジタルファースト条例」へと抜本的に改正され、原則書

面による行政手続から、いつでもどこでもデジタルで手続を完結できる環境を目指すために

法律が整備されました。 

また、東京デジタルファースト条例第４条に基づき、直ちにデジタル化が困難な手続につ

いても着実かつ計画的にデジタル化を進めていくとともに、行政サービスの更なるＱＯＳ（ク

オリティ・オブ・サービス）向上のため、「東京デジタルファースト推進計画」が令和３年

７月に策定されました。 

本推進計画においては、令和３年度から令和５年度までの３か年を第一期計画期間として、

内部手続を除いた各局等の都民や事業者と接点がある全ての手続を対象に、最終目標を100

パーセントオンライン化とした上で、令和６年３月末までに70パーセントオンライン化す

ることをＫＰＩ（政策評価指標）としています。 

さらに、手続の性質及び利用者のニーズを踏まえ、手続に要する処理時間の短縮や申請等

の受付時間の拡充、利用可能なデバイス等の多様化を始めとするＱＯＳ向上を加味したデジ

タル化の推進を目指すこととされています。 

基本方針としては、「利用者中心のデジタル化」や、「デジタルデバイドの是正」等が掲げ

られています。 
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■東京デジタルファースト推進計画のＱＯＳ向上に資する取組分類 

 

（出典）東京デジタルファースト推進計画 

 

■東京デジタルファースト推進計画の基本方針 

 
（出典）note ＃シン・トセイ 都政の構造改革推進チーム（東京都 公式） 

 

( 2 ) スマート東京実施戦略 

令和元年に策定された「『未来の東京』戦略ビジョン」において示された、「スマート東京」

の概念の実現に向けた施策を具体化・加速化させるため、「スマート東京実施戦略」を令和
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２年２月に策定し、都庁横断的な取組が推進されています。 

本戦略では、戦略ビジョンで示した「スマート東京・TOKYO Data Highway 戦略」を

実現するため、スマート東京の目指す姿をより具体的にするとともに、令和２年度の事業内

容等をテーマ別に紹介し、取組の具現化・加速化を目指すこととされています。 

 

 
（出典）スマート東京実施戦略 ～東京版 Society 5.0 の実現に向けて～ 

 

取組方針としては、次の３つの柱を立てて施策を展開しています。 

① 「電波の道」で「つながる東京」（TOKYO Data Highway） 

「電波の道」で、いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」を実現する。 

 

② 公共施設や都民サービスのデジタルシフト（街のＤＸ） 

データ共有と活用の仕組みをつくり、行政サービスの質を向上させる。 

 

③ 都庁のデジタルシフト 

都庁のデジタル・トランスフォーメーションを強力に進める。 
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( 3 ) シン・トセイ 

これまでの都政改革を継承・発展させつつ、デジタル・トランスフォーメーションの推進

を梃子
て こ

として制度や仕組みの根本まで遡った「都政の構造改革」を強力に推進し、都政のＱＯＳを

向上させることで、都民のＱＯＬ（クオリティ・オブ・ライフ）を高め、誰もが安全・安心

で幸せを享受できる社会を実現するため、令和３年３月に「シン・トセイ 都政の構造改革

ＱＯＳアップグレード戦略」が策定されました。 

「『未来の東京』戦略ビジョン」では、目指す2040年代の東京の姿を描いていますが、

その実現に向けた都政の構造改革の道筋を示すものです。2025年度を目途に「デジタルガ

バメント・都庁」の基盤を構築するため、本戦略では、2020～22年度までに短期集中で

取り組む具体策を盛り込んだ７つの「コア・プロジェクト」と５つのテーマ別に「各局リー

ディング・プロジェクト」を示しています。 

 

 

（出典）シン・トセイ 都政の構造改革ＱＯＳアップグレード戦略 
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３ 他自治体のデジタル化の取組 

急速に進展する情報技術を活用することにより、自治体内部の効率化や地域課題の解消を

目指した様々な取組が、全国の自治体にて新しく検討・実現されています。本市のデジタル化

に関する取組や施策を検討する上でも、次に記載した他自治体における先行事例を参考とし

ました。 

 

( 1 ) 市町村官民データ活用推進計画策定の手引に記載された事例 

平成28年12月に制定された「官民データ活用推進基本法」において、市町村（特別区を

含みます。）に対し、「市町村官民データ活用推進計画」の策定が努力義務とされており、そ

れを受けて、平成29年10月には「市町村官民データ活用推進計画策定の手引」が公開され

ました。 

「市町村官民データ活用推進計画」においては、①行政手続等のオンライン化原則、②オ

ープンデータの促進、③マイナンバーカードの普及・活用、④デジタルデバイド対策、⑤情

報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ）の５つの官民データ活用推進に関する施策の基本

的な方針が示されました。本手引の中には、これらを実現するための取組（施策）の具体的

な事例（約50件）が、５つの基本的な方針とその他の６つの分類で示されています。 

 

① 行政手続等のオンライン化原則 

・行政手続のオンライン化 

・マイナポータルの活用による各種申請の電子化の促進 

・住民税の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の電子化 等 

 

② オープンデータの促進 

・各種保有情報等に係るオープンデータ化の促進 

・地方公共団体向けの研修等を通じたオープンデータ化の推進 

・ＩＣＴを活用した歩行者移動支援の普及促進に向けた取組の推進 等 

 

③ マイナンバーカードの普及・活用 

・コンビニ交付サービスの導入及び発行証明書類の拡大 

・マイナンバーカードの取得率及び住民利便性の向上 

・窓口業務に関するＢＰＲの推進 等 

 

④ デジタルデバイド対策 

・プログラミングなどＩＣＴに関する地域における学習環境づくり 

・ＩｏＴ地域実装による地域課題解決・地域活性化の実現 
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・防災拠点等におけるWi-Fi 環境の整備推進 等 

 

⑤ 情報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ） 

・業務のデジタル化、ペーパーレス化の推進 

・利用者中心の業務改革（ＢＰＲ）の推進 

・システム構築における民間サービス利用等の促進 等 

 

⑥ その他 

・医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報の積極的な活用 

・非識別加工情報の提供の仕組みの導入 

・ＩｏＴを活用した地域観光の推進 等 

 

( 2 ) 地方における官民データ活用と情報化推進の事例集 

平成29年10月の「市町村官民データ活用推進計画策定の手引」に合わせて、「地方にお

ける官民データ活用と情報化推進の事例集」も同時に公開されました。この事例集には、「策

定の手引」の事例に加えて、当初は全体で約60件の事例が示されていましたが、その後の

改訂により、約80件にまで拡張されています。「策定の手引」と同様に、５つの基本的な方

針にその他をあわせた６分野について事例が紹介されています。 

 

( 3 ) 総務省ＩＣＴ地域活性化事例100選 

総務省のホームページ上にある「ＩＣＴ地域活性化ポータル」は、ＩＣＴを利用した地域

活性化の事例が収集・公開されています。教育、医療・介護・健康、子育て、働き方、防災、

農林水産業、地域ビジネス、観光、官民協働サービス、スマートシティ、ＩｏＴ基盤など、

「地方における官民データ活用と情報化推進の事例集」よりも幅広い分野、分類での事例が

紹介されています。 
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１ 市民アンケートの分析結果 

( １ ) 概要 

本計画の策定に当たり、市民のインターネットや情報機器の利用状況、本市の行政サービ

スの利用状況等について把握するため、市民アンケートを実施しました。 

 

ア 調査方法 

18歳以上の市民3,000人（無作為抽出）を対象に書面配布、書面又は電子申請で回答 

 

イ 調査期間 

令和３年５月28日（金） ～ 令和３年６月11日（金） 

 

ウ 回答状況 

対象数3,000人 有効回答数1,258通 回答率41.9パーセント 

 

エ 回答者の傾向 

回答者の年代では、40歳代から70歳代が全体の約７割を超えており、前回調査時では

ほとんど未回答であった80歳代の方から70人近く回答をいただくなど、全体的に高齢の

方の人数割合が高い回答傾向となりました。 

 

■回答者の年齢［n=1,258］ 

 

 

 

資料② 資料② アンケート分析結果 
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( 2 ) 調査結果 

ア インターネットや情報機器の利用状況等 

① インターネットの利用 

日常的にインターネットを利用している方の割合は、83.5パーセントでした。「令和

３年版情報通信白書」（総務省発行）では、インターネットの利用率は83.4パーセント

であり、ほぼ全国平均であるといえます。 

年代別では、18歳から40歳代まではほぼ100パーセント、50歳代では90パーセン

ト台、60歳代では80パーセント台という非常に高い利用率となっています。70歳代

以上はインターネットの利用が大幅に減少する傾向にありますが、70歳代では50パー

セント台、80歳以上では20パーセント台となっており、前回調査（70歳代が40パー

セント台、80歳以上が０パーセント）と比較して、高齢の方の利用率が増加していま

す。 

■インターネットの利用状況（全体）［回答者 n=1,258］ 

 

■インターネット利用状況（年代別）［回答者 n=1,258］ 
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② インターネットへの接続機器 

インターネットを使用する際に使用する機器は、スマートフォンが90.8パーセント、

パソコンが72.8パーセント、タブレット端末が35.2パーセントという結果でした。 

前回調査との比較では、パソコンの利用者が5.0パーセント減っている一方で、スマ

ートフォンの利用者が13.7パーセント増え、最も使用されている機器となりました。

タブレット端末の利用者も8.6パーセント増えていることから、モバイル端末への移行

が進んでいることが分かります。 

また、ゲーム機やインターネット接続テレビの使用が約10パーセント増え、新たに

ウェアラブルカメラやインターネット接続家電の使用についても約５パーセント回答が

あるなど、インターネット接続機器の多様化も進んでいることが分かります。 

■インターネット接続機器［回答者 n=1,050］ 

 

 

③ インターネットの利用目的 

インターネットを利用する目的は、最も多い「メールの送受信」の86.9パーセント

に続いて、「地図情報の検索」が81.3パーセント、「ホームページやブログでの情報検

索」が80.8パーセントとなっており、３つの利用目的とも前回調査において上位の利

用目的でしたが、それぞれが更に15パーセント程度増えています。 

また、「動画投稿サイトの視聴」、「ＳＮＳの利用」、「物品やサービス、アプリ等の購

入」、及び「インターネットバンクや金融商品の取引」においては、それぞれ25パーセ

ント前後も増えています。 

なお、「行政機関等への申請手続き等」については、前回調査の15.6パーセントから

29.1パーセントへと増えています。 
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■インターネットの利用目的［回答者 n=1,050］ 

 

 

④ インターネットを利用しない理由 

インターネットを利用していない理由として、約半数（47.1パーセント）の方が「必

要性が無い」と回答しています。一方で、「設定方法や操作方法がわからない」と回答

された方が、前回調査の38.0パーセントから55.6パーセントへと増え、最も多い利用

しない理由となりました。 

「その他」としては、機器を所有していない、同居人の利用で十分、身体的な不自由

（視力が悪いなど）により使用できないといった回答がありました。 

■インターネットを利用しない理由［回答者 n=189］ 
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イ 買物時の支払方法等 

日常の買物や飲食などの支払（オンラインショッピングは除く）における現金以外の支

払方法として、「クレジットカード・デビットカード」、「電子マネー（Suica、PASMO、

nanaco、WAON、楽天Edy、ｉＤ、QUICKPayなど）」及び「モバイル決済（PayPay、

LINEPay、ｄ払い、楽天ペイ、ファミペイ、おサイフケータイ、ApplePayなど）」、「そ

の他」の利用経験、今後の利用意向、また、現金以外の支払方法に対して感じる不安や問

題点について調査しました。 

① クレジットカード・デビットカード 

「利用したことがある」の回答が85.1パーセントを占めており、最も多い支払方法と

なりました。また、93.6パーセントが今後も利用したいと回答しています。 

■クレジットカード・デビットカードの利用経験［回答者 n=1,258］ 

 
■利用経験あり：今後の利用意向   ■利用経験なし：今後の利用意向 

［回答者 n=1,071］         ［回答者 n=167］ 
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② 電子マネー（Suica, PASMO, nanaco, WAON, 楽天 Edy, ｉＤ, QUICKPay など） 

「利用したことがある」の回答が78.9パーセントを占めており、クレジットカード・

デビットカードに次いで多い支払方法となりました。また、「今後も利用したい」と回

答した割合が96.8パーセントを占めており、クレジットカード・デビットカードより

若干高くなっています。 

■電子マネーの利用経験［回答者 n=1,258］ 

 

■利用経験あり：今後の利用意向   ■利用経験なし：今後の利用意向 

［回答者 n=992］         ［回答者 n=221］ 
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③ モバイル決済（PayPay, LINEPay, ｄ払い, 楽天ペイ, ファミペイ, おサイフケータイ, 

ApplePay など） 

「利用したことがある」の回答が44.0パーセントを占めており、半数に届かず最も

少ない支払方法となりました。また、「今後も利用したい」と回答した割合が93.5パー

セントを占めており、クレジットカード・デビットカードと同等になっています。さら

に、利用経験なしで新しく利用を始めたいという回答は19.8パーセントとなっており、

最も多くなりました。 

■モバイル決済の利用経験［回答者 n=1,258］ 

 

■利用経験あり：今後の利用意向   ■利用経験なし：今後の利用意向 

［回答者 n=554］         ［回答者 n=642］ 

 

※ 上記の３つ以外のその他の支払方法については、商品券、図書券、QUOカード、 

PayPal、ポイント払い、スーパー固有の電子マネー、暗号資産（仮想通貨）などの回

答がありました。 
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④ 現金以外の支払方法に対する不安や問題点 

現金以外の支払方法に対する不安や問題点として、半数以上である66.7パーセント

の方が「セキュリティ等の安全面に不安がある」と回答しています。また、「金銭感覚

が変わる」と回答された方が、次いで40.1パーセントと多くなっています。 

「その他」としては、種類が多すぎる、店舗により利用可否が異なる、停電・電池切

れやシステム不具合による利用不可といった回答がありました。 

■現金以外の支払方法に対する不安や問題点［回答者 n=1,241］ 

 

 

ウ マイナンバーカードの取得状況等 

① マイナンバーカードの取得状況 

回答者全体のうち、マイナンバーを取得されている方の割合は46.1パーセントでし

た。令和３年10月１日現在のマイナンバーカードの交付状況において、本市は38.0

パーセントとなっており、全国平均の38.4パーセントを若干下回る状況となっていま

す。 

アンケート回答者に限っては、「今後、取得予定」の回答と合わせた場合、将来的な

取得率は約70パーセントに増えることになります。 
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■マイナンバーカードの取得状況［回答者 n=1,258］ 

 

 

② マイナンバーカードを取得した（する）理由 

マイナンバーを取得した又は取得する理由は、最も多い「身分証として利用できる」

の55.7パーセントに続いて、「将来的に使用場面が増えると思う」の49.3パーセント、

「公的機関での手続きに必要」の34.4パーセント、「住民票などがコンビニで取得でき

る」の33.9パーセントが主な回答となっています。 

■マイナンバーカードを取得した（する）理由［回答者 n=884］ 
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③ マイナンバーカードを取得しない理由 

マイナンバーカードを取得しない理由として、３人に２人（66.6パーセント）の方

が「必要性が感じられない」と回答しています。次いで、ほぼ同率で「個人情報の漏え

いや一元管理が心配」が64.8パーセント、「身分証となるものを既に持っている」が53.1

パーセントとなっています。 

■マイナンバーカードを取得しない理由［回答者 n=341］ 

 

 

エ 行政や地域の情報入手に関する満足度 

行政や地域の情報入手に関する満足度は、情報を「特に必要としていない」と回答した

方を含めなければ、半数以上の方が、現状の情報取得状況について「満足・まあ満足」と

回答していることが分かります。 

「医療・保健・社会保障情報」、「福祉情報」、「防犯・防災・緊急情報」、「交通情報」の

４項目については、「やや不満・不満」の割合がそれぞれ34.7パーセント、31.2パーセ

ント、29.5パーセント、29.1パーセントと他の項目より高くなっていますが、いずれの

項目も前回調査の35パーセント強より改善されています。 
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■必要な情報の取得状況［回答者 n=1,239］ 

 

 

オ 府中市の行政サービスの今後の要望など 

① 今後期待する情報技術を活用したサービス 

「市役所に来庁せずに、各種税・使用料等を現金以外の支払方法で支払うことができ

る」が49.2パーセント、「市役所窓口でタブレット等に情報を入力すれば、申請書を書

かずに手続きを完了することができる」が49.1パーセント、「インターネットを利用し

て、市役所窓口の受付時間を事前に予約することができる」が47.6パーセント、「タブ

レットなどを用いたテレビ窓口により、市役所へ行かなくても職員と会話ができ、各種

手続きを行うことができる」が43.3パーセント、次いで「市役所窓口での手数料等の

支払いを現金以外の支払方法で行うことができる」が37.6パーセントなど、市役所窓

口での手続やサービスに関する回答が高く、また、前回調査と比較して大きく伸びてい

ます。 
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② インターネットの普及により感じる不安 

「個人情報の漏えいにより、不正に利用されてしまうのではないか」が70.9パーセ

ントで最も高くなっています。なお、既存の選択肢に関しては、前回調査と比較して、

各設問に対する回答割合について、大きな変動は見られませんでした。新規の選択肢（対

面での手続が減る、ＳＮＳなどでのコミュニケーションでトラブル被害に遭う、インタ

ーネット依存症が増える）に関しては、約25～30パーセントの方が不安を感じると回

答しています。 

  

■今後活用を期待するＩＣＴサービス［回答者 n=1,203］ 

■インターネットの普及により感じる不安［n=1,186］ 
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２ 職員アンケートの分析結果 

市民アンケートと並行して、本市のデジタル化に関して今後どのような取組が必要になると

考えているか、職員に対してアンケートを行い、13 の部署から 17 の取組について回答が得

られました。 

■本市職員が今後必要と考えるデジタル化に関する取組 

№ 課名 取組の概要 

1 広報課 

【市ホームページのリニューアル】 

メール配信サービスやＳＮＳとの連携を図り、マルチメディアによる情報発信を実現する

ことで、市民が市政情報をより得やすくなる。 

2 

情報管理課 

【税や介護保険料等の料金の支払におけるキャッシュレス決済の拡充】 

「クレジットカード決済」、「ペイジー決済」、「２次元コード決済」等のキャッシュレス決

済の拡充を行う。 

3 

【マイナンバーカードの普及・活用に向けた検討】 

国や他自治体の動向、市民ニーズ等を踏まえながら、マイナンバーカードの普及・活用に

向けた検討を行っていく。 

4 

【新庁舎建設に伴う情報化の推進】 

新庁舎における来庁者が庁舎内外でインターネットを利用できる無料公衆無線ＬＡＮの整

備、各種窓口におけるタブレット端末を用いた各種情報の提供や多言語通訳等を行う。 

5 

【新庁舎における情報システム、デジタル基盤の最適化】 

①新たな情報システム、デジタル基盤を利用した多様な働き方の環境整備、業務効率化及

び業務負担の削減 

②情報セキュリティ対策の最適化 

6 防災危機管理課 

【新防災システムの導入】 

発災時における情報の収集とその管理、情報連絡の迅速化及び効率化を図る。 

①大量の被害情報や避難所情報を処理・集約・整理する機能 

②情報の自動集計及び地図表示により視覚化する機能 

③複数の情報連絡手段の確保、映像情報の活用など 

7 総合窓口課 

【総合窓口のデジタル化】 

①混雑状況可視化システムの導入検討 

②申請書の電子化 

③窓口業務の一部におけるオンライン予約システムの導入検討 

8 保険年金課 

【特定保健指導の参加勧奨におけるＳＭＳの利用と Web 申込の導入】 

長期的展望として、国保保健事業対象者や特定健診対象者に対し、ＳＭＳによる参加・受

診勧奨を行う。 

9 

納税課 

【キャッシュレス決済による市税納付】 

LINEPay や PayPay 等、アプリを利用したキャッシュレス決済による納付手段を増やす

ことにより、市民サービスの向上、納付時の接触機会を低減させる。 

10 

【「官公庁オークション」サービスの利用】 

インターネット公売を導入することにより、様々な財産の換価手続が可能となる。また、

財産の性質により、競り売りを採用した場合には、より高い買受申込が期待できる。 
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№ 課名 取組の概要 

11 環境政策課 

【工場・指定作業場届出書類のデジタル管理】 

①工場、指定作業場台帳のデジタル管理 

②申請方法の完全デジタル化（ホームページ等に必要事項を入力することで、申請様式が

自動的に完成するフォームを作成する。） 

12 美術館 

【美術館教育普及プログラムのオンライン化】 

①ワークショップの配信及び通信プログラム 

②ホームページでの美術鑑賞の学習コンテンツ 

③展覧会や公開制作などイベントのライブ配信 

④学校と連携した美術鑑賞教室のオンライン実施 

13 子ども家庭支援課 
【Ｗｅｂ予約システムの導入】 

予約状況に合わせて効率的に職員を配置することで市民サービスを向上させる。 

14 公園緑地課 

【市内の公園情報の発信、市民との情報共有による魅力向上】 

無料の公園アプリの導入により、市民による写真や公園情報の投稿及び共有を可能とする

ことで市内の公園の魅力を向上させる。 

15 下水道課 

【下水道台帳の公開】 

ホームページ上で、電子データやオープンデータにより閲覧又は取得を可能とすることで

市民の利便性を図る。 

16 
選挙管理委員会 

事務局 

【不在者投票の投票用紙等のオンライン請求】 

不在者投票における選挙人の利便性を向上させる。 

17 
議会事務局 

庶務課・議事課 

【議会のＩＣＴ環境の整備】 

議会及び議員の活動を効率化、迅速化するためにＩＣＴを活用することにより、円滑な議

会運営、充実した議員活動につなげるとともに事務のスリム化を図っていく。 

 

また、「第７次府中市総合計画」における施策案の中で、デジタル化に関連すると考えられ

る取組の抽出を行いました。さらに、抽出した取組と職員から意見聴取した取組について担当

部署にヒアリングを実施し、本計画における取組として含めるべきか、実施内容の具体性・実

現性の評価を行いました。 
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１ 前計画の分析結果 

前計画では、「第６次府中市総合計画後期基本計画」の実現に向けて、「市民のための情報化」及

び「行政内部の情報化」の大きく２つに分けて整理された情報化施策に取り組んできました。 

前計画における課題を再確認するため、分析を行った結果、恒久的な対応が必要と考えられる

ものについては、本計画においても引き続き取組を進めていきます。 

 

■前計画における施策の評価 

大分類 小分類 № 施策名 担当課 評価 本計画の施策番号 

市
民
の
た
め
の
情
報
化 

①行政手続・

市民サー

ビス 

 

1 窓口業務の効率化 総合窓口課 継続 施策番号Ⅰ―１―② 

2 
マイナンバーカードの

普及・活用 
情報管理課 継続 施策番号Ⅰ―３―① 

3 
インターネットを活用し

た申請・届出等の拡充 

情報管理課 継続 施策番号Ⅰ―１―① 

健康推進課 完了 ― 

子育て応援課 完了 ― 

4 電子納付サービスの導入 

情報管理課 継続 施策番号Ⅰ―１―③ 

納税課 継続 同上 

5 
新庁舎建設に伴う情報

化の推進 

新庁舎建設推進室 完了 ― 

情報管理課 継続 施策番号Ⅱ―３―① 

6 アプリ等の活用 

ごみ減量推進課 完了 ― 

子ども家庭支援課 完了 ― 

7 
地域課題解決システム

（仮称）の導入 
情報管理課 完了 ― 

8 
無料公衆無線ＬＡＮの

拡充 
情報管理課 完了 ― 

9 
市立小・中学校におけ

る情報化の推進 

指導室 完了 ― 

学校施設課 完了 ― 

資料③ 
資料③ 前計画の分析結果 
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大分類 小分類 № 施策名 担当課 評価 本計画の施策番号 

市
民
の
た
め
の
情
報
化 

②情報提供・

発信 

10 
各種情報提供・発信の

拡充 

広報課 継続 施策番号Ⅰ―２―① 

協働推進課 完了 ― 

観光プロモーション課 完了 ― 

ふるさと文化財課 完了 ― 

指導室 完了 ― 

11 オープンデータの推進 情報管理課 継続 施策番号Ⅰ―４―① 

12 多言語対応の拡充 

政策課 完了 ― 

子育て応援課 完了 ― 

13 
大規模災害を見据えた

情報化の推進 
防災危機管理課 完了 ― 

行
政
内
部
の
情
報
化 

①庁内情報

システム 

14 基幹システムの更改 情報管理課 継続 施策番号Ⅱ―１―① 

15 
庁内情報システム及び

ネットワークの最適化 
情報管理課 継続 施策番号Ⅱ―３―① 

16 ペーパーレス化の推進 

法制文書課 継続 施策番号Ⅱ―３―① 

情報管理課 継続 同上 

②情報セキ

ュリティ 

17 情報セキュリティの徹底 情報管理課 継続 施策番号Ⅱ―５―① 

18 
ＩＣＴ-ＢＣＰの有効性

の維持 
情報管理課 継続 施策番号Ⅱ―５―② 
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用語集 

№ 用語 説明 

1 ＡＩ 

Artificial Intelligenceの略で、人工的な方法による学習、推論、判断等の知的

な機能の実現及び人工的な方法により実現した当該機能の活用に関する技術の

こと。 

2 ＢＩ 

Business Inteligenceの略で、組織の各部署がそれぞれに蓄積している膨大な

データを、収集・蓄積・分析・加工し、経営戦略のための意志決定を支援する

こと。 

3 ＢＰＲ 

Business Process Reengineeringの略で、既存の組織やビジネスルールを抜

本的に見直し、利用者の視点に立って、業務プロセス全体について職務、業務

フロー、管理機構、情報システムを再設計すること。 

4 ＣＩＯ 
Chief Information Officerの略で、自社の経営理念に合わせた情報化戦略を

立案し、実行することが求められる役職のこと。 

5 ＣＩＯ補佐官 
専門的な知見や経験を有し、ＣＩＯを補佐するため、各種支援や助言を行う役

職のこと。 

6 ＥＢＰＭ 
Evidence Based Policy Makingの略で、統計や業務データなどの客観的な証

拠に基づく政策立案のこと。 

7 ＩＣＴ 
Information and Communication Technologyの略で、情報通信技術のこ

と。 

8 ＩＣＴ-ＢＣＰ 

ＢＣＰとはBusiness Continuity Plan（事業継続計画）の略で、災害時に自庁

舎が被災しても、ＩＣＴ資源を利用できるよう準備しておき、応急業務の実効

性や通常業務の継続性を確保する計画のこと。 

9 ＩｏＴ 

Internet of Thingsの略で、コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、

世の中に存在する様々な物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネットに

接続したり相互に通信したりすることにより、自動認識や自動制御、遠隔計測

などを行うこと。 

10 ＫＰＩ（政策評価指標） 
Key Performance Indicatorsの略で、組織の達成目標に対して、目標達成度

合いを評価する評価指標のこと。 

11 PayPal 

ペイパル社が事業者と消費者の間に入ることで、オンライン上でデビットカー

ドやクレジットカードでの決済、銀行決済を安全に行うことができるサービス

のこと。 

12 ＲＰＡ 

Robotic Process Automationの略で、各種定型作業を自動化すること。 

自動化については、専用のソフトウェアを導入し、利用者が作業内容を設定す

ることで実行可能となる。 

13 ＳＭＳ 
Short Message Serviceの略で、携帯電話同士で電話番号を宛先にしてメッ

セージをやり取りするサービスのこと。 

14 Society 5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた

システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 

（Society）のこと。現在のSociety 4.0（ソサエティ4.0）が抱える様々な課

題に対して、最新技術を利用して克服し、社会の変革を通じて日本が目指すべ

き未来社会の姿であると提唱された。これまでの社会は、狩猟社会（Society 

1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）と定義されている。 

15 暗号資産（仮想通貨） 

インターネット上でやり取りできる財産的価値であり、「不特定の者に対して、

代金の支払等に使用でき、かつ、法定通貨（日本円や米国ドル等）と相互に交

換できる」、「電子的に記録され、移転できる」、「法定通貨又は法定通貨建ての

資産（プリペイドカード等）ではない」といった性質を持つもののこと。 

資料④ 資料④ 用語集 
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№ 用語 説明 

16 インターネット接続家電 
家電とインターネットをつなげることで、家電を遠隔操作できるようにした商

品のこと。 

17 ウェアラブルカメラ 身体等に装着し、ハンズフリーで撮影することを目的とした小型カメラのこと。 

18 オープンデータ 
何らかの権利に基づく制限を課されることなく、誰でも自由に入手、加工、利

用、再配布などすることができるよう公開されたデータのこと。 

19 カスタマイズ 

製品の機能やサービスの内容について、修正や追加を加えること。一般的に、

カスタマイズを行うとソフトウェアの運用・保守やバージョンアップなどの経

費が高くなる傾向がある。そのため、カスタマイズを必要最低限に抑えること

が、経費の削減につながる。 

20 官民協働サービス 
民間の経済的資源、ノウハウを活用して行政サービスを効率的かつ効果的に提

供しようとする様々な取組のこと。 

21 
情報セキュリティインシデ

ント 

情報システムやデータの管理について、これらを脅かすとなる現象や事案のこ

と。例として、コンピュータウィルスの侵入やデータの改ざん、情報紛失など

がこれに当たる。  

22 スマートシティ 

ＩＣＴ等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）

の高度化により、都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、また、新たな価値

を創出し続ける、持続可能な都市や地域のこと。 

23 デビットカード 
カードでの支払と同時にご自身の銀行口座から引き落としがされる仕組みのカ

ードのこと。 

24 電子マネー 
プラスチックカード等の物理的な装置を介して、電子データのやりとりで決済

を行う決済サービスのこと。 

25 匿名加工医療情報 

特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人

に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにしたも

ののこと。 

26 ネットバンキング 

インターネットを利用した銀行などの金融取引のサービスであり、銀行の窓口

やＡＴＭに行かなくても、自宅や外出先で振込や残高照会などをすることがで

きるサービスのこと。 

27 非識別加工情報 

行政機関等が保有する個人情報について、特定の個人を識別することができな

いように個人情報を加工し、当該個人情報を復元できないようにした情報のこ

と。 

28 マイナポータル 

マイナンバー制度の導入に併せて新たに構築した、国民一人一人がアクセスで

きるポータルサイトのこと。具体的には、自己情報表示機能、情報提供等記録

表示機能、プッシュ型サービス、ワンストップサービス等を提供する基盤であ

り、国民一人ひとりが様々な官民のオンラインサービスを利用できる。 

29 モバイル決済 
ネットワークを介して、２次元コード等の電子データのやりとりで決済を行う

決済サービスのこと。 

30 リテラシー ある特定の分野に関する知識や理解能力のこと。 

31 ワークショップ 参加者の主体性を重視した体験型の講座、グループ学習、研究集会などのこと。 
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地域情報化計画策定に係る市民アンケート調査票 

 

【お願い】 

 ・この調査票は、お送りした封筒の宛名となっている方ご自身がご記入ください。 

 ・設問はほとんどが選択式になっています。該当する番号に〇印をつけてください。 

 ・質問によっては、わからない用語や難しいと感じる内容が出てくる場合があります。その際は、設問

をとばしていただいて構いませんが、できる限り最後までご回答ください。 

 ・インターネットの利用状況についておうかがいする設問がありますが、インターネットの利用には、

電子メールの利用も含め、ご回答ください。 

 

 

Ｉ あなたご自身についておうかがいします。 

【Ｆ１及びＦ２について、全員の方におうかがいします。あてはまるものに○印をつけてください。】 

 

Ｆ１ 年齢をお答えください。 

 

Ｆ２ ご職業をお答えください。（〇は１つだけ） 

１  契約社員・派遣社員 ５  専業主婦 

２  パート・アルバイト ６  学生 

３  会社員・公務員 ７  無職 

４  自営業 ８  その他 

 

１  １８歳～２９歳 ５  ６０歳～６９歳 

２  ３０歳～３９歳 ６  ７０歳～７９歳 

３  ４０歳～４９歳 ７  ８０歳以上 

４  ５０歳～５９歳  

資料⑤ 資料⑤ 市民アンケート調査票様式 
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Ⅱ あなたご自身のインターネットや情報機器の利用状況等についておうかがいします。 

問１ 【全員の方におうかがいします】 

あなたは、日常的にインターネットを利用していますか。 

あてはまるものを１つ選び、番号に〇印をつけてください。 

 

 

問２ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】 

あなたが、日常的にインターネットを利用するときに使用する機器は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

１  携帯電話・PHS ６  携帯型音楽プレイヤー 

２  スマートフォン ７  ゲーム機（携帯型含む） 

３  パソコン ８  インターネット接続テレビ 

４  タブレット端末 ９  インターネットに接続できる家電 

５  ウェアラブル端末（眼鏡型・腕時計型等） 1０  その他（                      ） 

 

 

問３ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】  

あなたが、日常的にインターネットを利用する目的は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 ※回答後は【問 ５】へ 

 

１  メールの送受信 ７  地図情報（電車乗換、ルート案内等）の検索 

２  ホームページやブログで情報の検索 ８  物品やサービス、アプリ等の購入 

３  ホームページやブログで情報を発信 ９  インターネットバンクや金融商品の取引 

４  動画投稿サイトの視聴 １０  行政機関等への申請手続き等 

５  SNS（LINE、Facebook等）の利用 １１  その他（                       ） 

６  ゲームの利用  

 

 

問４ 【「インターネットを 利用していない」方におうかがいします】 

あなたが、日常的にインターネットを利用しない理由は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

１  興味が無い ４  セキュリティ等の安全面に不安がある 

２  必要性が無い ５  設定方法や操作方法がわからない 

３  パソコンや携帯電話等機器の金額や、 

月々の通信料が高い 

６  その他（                      ） 

 

      １  インターネットを  利用している  → 問 ２ へ進んでください。 

２  インターネットを  利用していない  → 問 ４ へ進んでください 
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Ⅲ あなたご自身の買物時の支払方法等についておうかがいします。 

問５ 【全員の方におうかがいします】 

あなたは、日常の買物や飲食などの支払い（オンラインショッピングは除く）に現金以外の支払

方法を利用したことがありますか。また、利用経験の有無にかかわらず、今後利用したいと思い

ますか。 

それぞれの支払方法について、「① 利用経験の有無」と「② 利用意向」であてはまるものを 

1つ選び、番号に〇印をつけてください。 

 

現金以外の支払方法  ① 利用経験の有無  ② 利用意向 

クレジットカード・デビットカード（預

金口座引落式） 

１ 利用したことがある 
１ 今後も利用したい 

２ 今後は利用しない 

２ 利用したことがない 
１ これから利用したい 

２ 利用しない 

電子マネー 

（  Suica  、  PASMO  、  nanaco 、

WAON、楽天 Edy、ｉＤ、QUICKPay

など） 

１ 利用したことがある 
１ 今後も利用したい 

２ 今後は利用しない 

２ 利用したことがない 
１ これから利用したい 

２ 利用しない 

モバイル決済 

（PayPay、LINEPay、ｄ払い、楽天

ペイ、ファミペイ、おサイフケータ

イ、ApplePayなど） 

１ 利用したことがある 
１ 今後も利用したい 

２ 今後は利用しない 

２ 利用したことがない 
１ これから利用したい 

２ 利用しない 

その他（               ） 

１ 利用したことがある 
１ 今後も利用したい 

２ 今後は利用しない 

２ 利用したことがない 
１ これから利用したい 

２ 利用しない 

 

 

問６ 【全員の方におうかがいします】 

あなたが、現金以外の支払方法に対して感じる不安や問題点は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

１  利用する場所・機会が無い ５  必要性を感じない・興味がない 

２  金銭感覚が変わる ６  不安はない 

３  利用が難しそう・面倒そう ７  その他（                      ） 

４  セキュリティ等の安全面に不安がある  
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Ⅳ あなたご自身のマイナンバーカードの取得状況等についておうかがいします。 

問７ 【全員の方におうかがいします】 

あなたは、マイナンバーカードを取得していますか。 

あてはまるものを１つ選び、番号に〇印をつけてください。 

 

 

 

問８ 【「マイナンバーカードを 取得している、取得予定」の方におうかがいします】 

あなたが、マイナンバーカードを取得した（する）理由は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

１  身分証として使用できる ６  テレビＣＭなどの広告を見た 

２  住民票などがコンビニで取得できる ７  マイナポイントをもらえる 

３  将来的に使用場面が増えると思う ８  公的機関での手続きに必要 

４  職場などで必要となった ９  特にない 

５  家族・知人等に勧められた １０  その他（                      ） 

 

 

問９ 【「マイナンバーカードを 取得していない」方におうかがいします】  

あなたが、マイナンバーカードを取得していない理由は何ですか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に〇印をつけてください。 

 

１  取得する必要性が感じられない ６  取得している人が周りにいない 

２  個人情報の漏えいや一元管理が心配 ７  身分証となるものを既に持っている 

３  紛失・盗難が心配 ８  カードの保有枚数を増やしたくない 

４  取得申請手続きが面倒 ９  理由はない 

５  取得申請の方法がわからない １０  その他（                       ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

      １  マイナンバーカードを  取得している   → 問 ８ へ進んでください。 

      ２  マイナンバーカードを  今後、取得予定  → 問 ８ へ進んでください。 

      ３  マイナンバーカードを  今後も取得予定なし → 問 ９ へ進んでください。 
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Ⅴ 行政や地域の情報入手に関する、あなたの満足度についておうかがいします。 

問１０ 【全員の方におうかがいします】 

あなたは日頃、行政や地域の情報について、必要な時に欲しい情報を得られていますか。 

次に挙げる情報の種類ごとに満足度を１つ選び、回答欄の番号に〇印をつけてください。 
  

行政や地域の情報の種類 

回答欄 

現在の満足度 特に 

必要と 

してい

ない 
満足 

まあ 
満足 

やや 
不満 

不満 

１  生活情報 

（各種手続きや届け出、税、住まい、消費に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

２  文化・イベント情報 

（文化やスポーツイベント、各種講座に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

３  学校・教育情報 

（学校行事や通学時の安全確認に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

４  出産・子育て情報 

（出産や保育の助成制度、保育施設や子育てに関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

５  医療・保健・社会保障情報 

（各種医療、健康保険や年金に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

６  福祉情報 

（各種助成制度やサービス、福祉施設に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

７  環境情報 

（家庭ごみや粗大ごみの回収案内、リサイクル、公害情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

８  観光情報 

（市内の観光スポットや季節のイベント、参加募集に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

９  防犯・防災・緊急情報 

（声掛け事案等の不審者情報、災害・気象に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

10 社会参加の情報 

（市民サークルやボランティア、協働のまちづくりに関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

11 交通情報 

（市内及び周辺の通行止めや渋滞状況、交通安全に関する情報など） １ ２ ３ ４ ５ 

12 行政情報 

（市の予算や決算報告、各種計画及び進捗報告、市政情報など） １ ２ ３ ４ ５ 
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Ⅵ 府中市の行政サービスの今後の要望などについておうかがいします。 

問１１ 【全員の方におうかがいします】 

今後、ＩＣＴを活用してどのようなことができれば、府中市の行政サービスがより便利になると思

いますか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に○印をつけてください。 
  

１  ＡＩ技術を使った自動音声のコールセンターが、２４時間３６５日対応してくれる 

２  タブレットなどを用いたテレビ窓口により、市役所へ行かなくても職員と会話ができ、各種手続きを行

うことができる 

３  ＡＩ技術を活用したロボット等が市役所など公共施設の総合受付案内を行っている 

４  デジタルサイネージ（電子案内板）により、イベントや観光情報など、様々な情報を入手できる 

５  インターネットを利用して、市役所窓口の受付時間を事前に予約することができる 

６  市役所窓口でタブレット等に情報を入力すれば、申請書を書かずに手続きを完了することができる 

７  市役所に来庁せずに、各種税・使用料等の支払いを現金以外の支払方法で行うことができる 

８  市役所窓口での手数料等の支払いを現金以外の支払方法で行うことができる 

９  インターネットを利用して、高齢者や障害者等のために買い物や見守りなどを行ってくれる 

10  特にない 

11  その他（具体的に：                                                ） 

 

問１２ 【全員の方におうかがいします】 

あなたは、インターネットなどが普及していることに、不安を感じていることはありますか。 

あてはまるものをすべて選び、番号に○印をつけてください。 
  

１  個人情報の漏えいにより、不正に利用されてしまうのではないか 

２  自分自身の情報セキュリティ対策をどのように行えばよいかわからない 

３  オンラインによる手続き等が普及し、対面による手続きが減ることで、不自由になるのではないか 

４  通信費用が家計を圧迫するのではないか 

５  地域の人間関係が疎遠になるのではないか 

６  情報が氾濫し、振り回されるのではないか 

７  有害情報などから子供たちが悪影響を受けるのではないか 

８  SNSなどでコミュニケーション相手とのトラブル（苛め・誹謗中傷）に巻き込まれるのではないか 

９  インターネット依存症が増えるのではないか 

10  特にない 

11  その他（具体的に：                                                ） 
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問１３ 

 

【全員の方におうかがいします】 

府中市の情報化施策の現状や今後の取組、その他情報化社会全般について、ご意見やご要

望などがありましたらご記入ください。 
  

 

以上でアンケートは終了です。 

お忙しいところ、ご協力いただきましてありがとうございました。 

 

※ 恐れ入りますが、ご記入いただいたアンケートは、同封の返信用封筒に入れ、 

６月１１日（金）までに、ご投函ください。（切手は不要です。） 
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